２０２５年度　統括事業所さの　事業報告書

【事業所名】　さの指定居宅介護支援事業所

Ⅰ　事業の年間報告
	事業の概要
	自己評価
	年間の取組と年間評価
	取り組むべき課題

	１　利用者への取組

	（１）人権尊重の徹底
	A
	1 法定研修は全職員受講済み。
５月倫理及び法令順守・人権擁護研修　　　
６月虐待の芽チェックシート実施・アンガーマネジメント研修　
９月個人情報研修　　　
１０月虐待研修　
2 地域包括支援センター主催の多種職連携事例検討会の参加（年４回以上）
	1 多制度（精神疾患、高次脳機能障害、発達障害など支援を重層的に行っていく専門職間の連携強化するためのもの）の研修に積極的に取り組む職員が増えてきているので、２０２６年度も研修と業務の両立を行い、支援内容を幅広い視点で検討できるよう知識を深めていく。

	
	
	
	

	（２）苦情解決・相談体制の整備
	A
	1 利用者・家族、他の事業所からの苦情連絡対応はなかった。
	①苦情があった場合は、迅速丁寧に対応を行っていく。

	
	
	
	

	（３）事故防止対策
	Ｂ
	1 職員が訪問移動中、自転車での転落事故があった。
	1 ２０２６年４月より自転車の交通ルールが変更になったので、違反や事故がないように留意する。職員自身が事故など起こさないよう、巻き込まれないよう自分を大事にすることを徹底する。


	
	
	
	

	（４）サービスの質の確保
	Ａ
	1 事例により医療保護入院等の手続きに関して、事業所内で対応できるよう職員全員で制度を学んだ。
②併設地域包括支援センターから地域ケアネットワークの情報を事業所内で共有した。
③区内他事業所との事例検討会（６・９月）の継続
	①地域包括支援センターと共に連携しながら緊急対応できる体制を強化する。
②積極的な対応ができる事業所として、地域包括支援センターから頼られる事業所を目指す意識を持つ。


	
	
	
	

	２　職員への取組

	（１）人材の確保・育成・定着
	A

	1 職員は定着している。有期契約課職員が２名、無期短時間職員１名、無期フルタイム職員２名とあり、その体制は変わらない。
	①介護支援専門員、主任ケアマネ更新研修など行っていく。

	
	
	
	

	（２）人材の活用
	A

	①　職員一人ひとりが多能工化を行い柔軟性の向上が実現している。

	①失敗や困難ケースだけでなく、成功ケースの支援内容を共有し、対人援助職として一人一人が自信を持った仕事ができていることを相互間で確認する。


	
	
	
	

	（３）職場環境づくり
	Ａ
	1 就労状況だけでなく家庭状況も留意し、職員の心身状態に関して一人で抱え込まないよう常に声掛けをしている。管理者及び事業所全体で話し合える場は常に継続している。
	①風通しの良い職場環境を継続する。職員の高齢化もあり、体調不良も多くなっている。また家族介護を行っている状況もあり、職場環境だけでなく家族状況など把握し、状態にあった勤務体制の検討も適宜行っていく。


	
	
	
	

	３　地域社会への取組

	（１）地域貢献
	A
	1 地域包括支援センターで行われている絆のあんしんネットーワークは職員全員が参加。
またオレンジカフェ等の参加依頼あり利用者対応も行った。
	①地域住民との信頼関係を深め、地域で行われている自助活動を周知する。
②利用者家族のレスパイトを提案し取り組んでいく。

	
	
	
	

	（２）災害対応
	A
	1 災害対策のBCP研修受講。
また、災害に関しては併設特養・デイサービスとの机上訓練を職員全員で参加。
	業務継続するために、１年１度は、利用者の優先度安否確認連絡簿を更新。今後も実働可能な、訓練をブラッシュアップ継続する。


	
	
	
	

	４　経営基盤強化への取組

	（１）収入増への取組
	Ａ
	1 予防３人を一人換算で、延べ３９人支援することが達成できている月が増えている。また、要介護度の割合、介護４・５が４０％を超える状況が続いており、安定した経営が継続できている。
②他県の認定調査も積極的に受けている。
③併設地域包括支援センターだけでなく、他の地域包括支援センターからの介護・予防支援の受け入れ件数が増えている。同時に困難ケースも積極的に受けている。
④サービス付き高齢者住宅の支援をすることができた。
	①ケアマネ担当件数は、予防３人を一人換算で３９人維持できるよう実施する。
②サービス付き高齢者住宅の施設プランに積極的に取り組み、施設のプランや特徴を周知する。但し、あくまでも在宅に基づいた支援を心掛けて取り組む。訪問距離を少なくすることで、移動負担を軽減し、支援件数を増加して行けるかの検討が必要。


	
	
	
	

	（２）コスト削減への取組
	Ａ
	1 支援内容の複雑化、ケアマネ業務だけではない家族支援の多様化も多くなっており、経過記録が増えていることも要因で超過勤務が増えている。
	2 ＡＩを活用するか否かで業務効率の格差が出てくる。経過記録や担当者会議の要点など、書類作成業務の効率化に積極的に取り組む体制を検討している。

	
	
	
	

	（３）法人全体の財政基盤の強化
	Ａ
	1 併設デイサービスの稼働率向上に向け情報交換会を年２回行っている。
	1 他事業所で取り組まれているサービス内容、何が求められているかを情報提供する。

	
	
	
	

	（４）組織・システム
	Ａ
	①運営会議の内容は、職員全員に周知している。
②２４時間緊急対応を継続している。急を要することはラインワークスで連絡し、業務が継続できる体制をとっている。
③NIコラボで起案書作成ができている。
	①法人で取り組まれている内容を共有している。職員からの課題・意見を運営会議で検討できるよう発進し、働きやすい環境を作っていく。
②NIコラボのメールなどの機能を活用していく。

	（５）災害・感染症対応
	Ａ
	①感染対策のBCP研修を受講済み。感染症対策訓練は、防護服の着脱を行っている。
	1 机上訓練の内容は、所内で周知し議事録に記録しており継続する。

	
	
	
	

	（６）危機管理
	Ｂ
	①日常より感染対策には留意しており、災害・感染により出勤できなかったことはない。
	①職員が出勤できない災害に見舞われた場合は、業務継続が危ぶまれる。リモートワークができる環境は整っていないことが課題。

	
	
	
	

	（７）情報セキュリティの強化
	A
	①年に一度携帯、MCSの暗証番号の変更を全員で行った。
	①個人情報の流出がないように、定期的に暗証番号の変更を継続する。
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